
（改正事項「11」の納税猶予税額の再計算を行うときに限ります。）。

① 商品の販売・貸付け等を３年以上行っていること（同族関係者などへの貸付けを除き

② 後継者とその後継者と生計を一にする親族以外の常時使用従業員が５人以上いること
③ 後継者とその後継者と生計を一にする親族以外の常時使用従業員が勤務している事務
  所、店舗、工場等を所有又は賃借していること

ます。）


